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論 文 内 容 要 旨
本論文 は、 ヴィルヘルム帝政期 ドイ ッの労働争議 の体系的な分析を通 じて、 この時期の労働争議
と労使関係の諸問題を明 らかにす ることを意図 している。分析にさい して中心的な資料 となるのは、
皇立統計局KaiserlichesStatistischesAmtによって公刊 された ドイッ帝国争議統計 の個表資料
である。 そこには、1899年か ら1906年までの間に ドイッでお こった労働争議の1件 ごとの資料が記
されている。 この資料 にどのような秘密が隠 されているのかを明 らかに し、そ こか ら得 られた事実
を基礎 に、労使関係史研究に新たな説 明の枠組みを提示することが本論文の課題である。
本論文 はまず第1部 で、分析の前提 とな る諸問題 に検討を加え、第2部 で帝国争議統計の個表資
料を分析す る。分析 にさい して特 に問題 になるのは、労使関係 と事業所規模の関係 であり、労働争
議 において労働組合が果た した役割である。
ヴィルヘルム帝政期 の労使関係 と事業所規模 の関係にっいて は、次 のよ うな通説 がある。それに
よれば、労働組合が発展 し、労使間交渉 と労働協約が普及 したのは中小事業所だ った。 それに対 し
て、大事業所 は労働組合運動の不毛地帯であり、労働争議は少 な く、成果 も乏 しか った。そ こには
労働者の組織化を妨げる構造的な要因が存在 し、それが労働組合の活動 を難 しくさせた、 と。 とは
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いえ、 この時期の労使関係と事業所規模の関係 を直接示す資料 はほとん どない。 これ までの研究 は、
両者 の関係を産業間比較 の形でいわば迂回的に議論 して きたにす ぎない・帝国争議統計の個表資料
は、 これを大量 のデータで直接検討で きるおそ らく唯一の資料である。
分析結果 は通説に否定的である。事業所規模は労働争議 に一労働者の視点で一不利 な影響を与え
ていなか った。労働争議の発生頻度は、事業所 を単位 とした場合、大事業所で高 く、労働者を単位
とした場合 も大事業所で低 くなか った。大事業所での争議に労働組合が関与することは少 な くなく、
成果が特 に得 に くいわけでもなかった。また労働争議が労使間交渉 によって収拾 されること、 そこ
に当事者以外 の者が介在す ることが少 ないわけで もなか った。大事業所での労働争議 には、関係す
る事業所が少 な く、参加者が雇用労働者に占ある割合が低い とい う特徴があったが、 これ らは、大
事業所 で労働争議が比較的容易に発生 しえた ことを示 している。
労働組合が労働争議 において演 じた役割 にっいては、活発 な議論が展開されている。特に重要 な
のはケルブレ/フ ォルクマンの議論である。彼 らは労働争議の計量的な分析を基礎 に、 ドイッの労
働争議が、 ドイ ッ連邦共和国に至 るほぼ100年の歴史の中で、組織 一とりわけ労働組合一の影響 に
よって 「合理化⊥ し、「近代化」 した、 と主張 した。「組織 による紛争の合理化」 である。彼 らによ
れば、 ほぼ ヴィルヘルム帝政期を境 と して、労働争議 は成果を意識 して好況期に集中 して発生する
ようになり、短期化 し、大規模化 した。 また労働争議 は相対的に減少 し、 より合理的な運動形態で
ある、労働停止 を伴わない運動が増加 した。 こうした変化 は、第一次大戦前夜の労働協約 の急速な
増加 として結実 した。
彼 らに対 しては、 ヴィルヘルム帝政期を 「組織 による紛争の先鋭化」 の時代 と見なす立場か らの
批判がある。 また労働争議 に対す る労働組合の影響力 については、 ボルが次のよ うな議論 を展開 し
ている。すなわち、 ス トライキには歴史上の大波動があ り、争議 の発生や形態に関わる変化は、 こ
の大波動 に伴 って断続的に発生する自然的な現象 に他 ならなか った。変化 は、大波動の頂点である
1889/90年と1919/20年におこり、 ヴィルヘル ム帝政期 は、 これ ら2っ の時期 に挟 まれた停滞期 に
すぎなか った。景気状況を利用 したス トライキの合理的な使用や、労働停止を伴わない運動、そ し
て労働協約の締結 は、 それ以前か ら労働者 自身 によ って生み出されていた。
これ らの議論の うち本論文 と関係するのは、組織 一とりわけ労働組合一が労働争議 の波動や期間、
規模、成果にどのような影響を及 ぼしたのか、 とい う問題である。 これ らに関 して、 これ までの論
者 は十分 な事実的な根拠 を提示 して こなか った。 これ らの問題は、帝国争議統計の個表資料 の分析
を通 じて、初 めて明確 な解答を与え られ ることになる。
分析結果 はこれまでのいずれの議論 も支持 しない。 ボルの想定 とは異な り、組織 の関与 は労働争
議にた しかに影響 を与えていた。 しか し、 ケルブ レ/フ ォルクマ ンが考えたのとは別な形において
である。組織 の関与は、景気に対応 した争議の波動を強めなが ら、労働争議の成果 にはほとん ど影
響を与えなか った。また、組織の関与 は労働争議の形態上の指標にほとんど影響を与えない一方で、
期間につ いてだけはそれを長期化 させる強 い効果があった。
本論文第3部 は事業所規模 と組織の影響を さらに追究 し、なぜ以上の分析結果が得 られたのかを
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説明する。
労使関係 と事業所規模の関係にっいては、通説の批判的な検討が主たる作業 となる。 それによれ
ば、事業所規模の不利な影響 は労働組合の組織状況 にっいても確認で きない。大事業所で労働者 の
組織化を妨げたとされ る構造的な要因 にっ いても、異 なった推論が可能である。労働力の構成 を見
る限 り、労働組合 にとって浸透が難 しか ったのは、大事業所ではな く、小事業所だ った。 ドイッ労
使関係史研究は、 これまでのステ レオタイプ化 された大事業所像か ら解放され るべ きである、 とい
うのが筆者の結論であ り、問題提起 であ る。
労働組合が労働争議で果 た した役割にっいては、労働組合の争議規制を分析する。 そこか ら得 ら
れ る結論 は、以下のよ うな ものである。すなわち、労働組合の争議規制 は、景気に対応 した労働争
議の波動を強める程度 には機能 していた。 しか し、労働争議の成果を高 めることは別 な問題だった。
労働組合 はそのための情報 と予測技術を欠いてお り、組合執行部による労働争議の選別には、政策
的な配慮や下部か らの圧力が影響を与えていた。 そのため、労働組合は労働争議の成果をほとんど
高めることがで きなか った。労働組合の争議 を長引かせたのは争議手当だ った。争議手 当が支払わ
れ る限 り、参加者の間か ら争議 の収拾を求める声 は強まらず、争議 は上か ら打ち切 られなければな
らなか った。 しか も、労働組合 の争議期間を計 る尺度 はそれ ほど短 くな く、組合執行部による労働
争議の打 ち切 り能力には限界があった。
本論文が明 らかにす る労働組合の争議規制 の実態 は、 さらに、 これ まセの研究 一とりわけケルブ
レ/フ ォル クマ ンーが描いて きた紛争抑制的な労働組合像 に修正を促すことになる。組合執行部に
よる労働争議の抑制は中央集権的な資金管理を前提に しており、後者は労働争議の選別 と抑制 を不
可避 にする一方で、それ まで不可能 だった争議を可能 にした。争議規制 には紛争を抑制する側面 だ
けでな く、労働者の闘争力を高め、労使間の対立 を強める側面が存在 した。 しか も組合執行部の規
制には限界があり、労働争議を実際に指導 した争議指導部や支部執行部 は、必ず しも紛争抑制的 と
はいえなか った。
以上の結果 は使用者像に も波及する。 いわゆる 「ヘル ・イム ・ハウゼ」ない し 「家父長制」論が
それである。 これは、特にわが国で、 ドイッあ大企業家の労務政策上の視点を集約 し、体系化す る
概念 として用い られてきた。中心 となるのは、労働組合に対す る根強い敵視 と対決的な姿勢である。
そ うした議論 は、第一 に、大事業所 を労働組合運動の不毛地帯 と見 なす点 で、本論文が批判する大
事業所像 と密接に関係 している。第二に、それは、紛争抑制的な労働組合像を暗黙 の うちに前提に
しつつ、労働組合 に対す る使用者 の根強い敵視 と対決的な姿勢を、 もっぱ ら使用者 の意識構造の所
産 として問題 にしている。 しか し大事業所が労働組合 にとって特に不利 な活動分野 でな く、労働組
合がより闘争指向的だ ったのであれば、大企業家のそ うした姿勢を ことさらに問題視す る必要 はな
くなる。使用者 の労働組合 に対す る根 強い敵視 と対決的な姿勢 は、労働組合 との厳 しい対抗関係の
中で説明 されるべ きであろ う。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、 「序」、「第1部 分析 の諸前提」、「第2部 帝国争議統計の分析」、「第3部 構造分
析」、および 「終章 総括 と展望」か ら構成 されている。
まず 「序」では、研究史をふまえた上で、本論文の課題、方法、史料が明 らかにされる。
「第1部 分析の諸前提」では、まず、 ドイッ帝国争議統計を理解する上で必要なバ ックグラウ
ンドが説明される。具体的には、産業的発展、労働者 の職業生活、労働組合 の組織状況、使用者団
体 の動向、国家の労働政策が概観 される。それか ら、 ドイッ帝国争議統計その ものの解説に うつ り、
統計の作成方法、変遷、統計利用 にあた って注意すべ き点が丹念に指摘 される。 そ して、 ドイツ帝
国争議統計をデータベース化す る作業にさい して、本論文がどのよ うな項 目を どのよ うに処理 した
のかを説明される。
「第2部 帝国争議統計の分析」で は、データベースを もとに、労働争議の分布、労働争議の発
生 と事業所規模 との関係、労働組合の存在 と争議収拾過程、成果 との関係 が検討 される。 この第2
部が本論文の メインな実証部分である。 ドイッ帝国争議統計分析か らの結論 として、本論文 は2っ
「通説」は疑 問があると指摘す る。
「第3部 構造分析」で は、「第2部 」 で得 られた結論をより深 く分析す るため に、関係研究文
献、当時の労働組合機関誌や出版物などを参照 しなが ら、「通説」が批判的に検討 される。論点は、
労使関係 と事業所規模 との関係、労働組合の争議抑制的性格の有無である。
「終章 総括 と展望」では、以上の論点が簡潔 に要約 される。
本論文の主張を要約すれば、以下のよ うになる。 これまでの第2帝 政期の ドイッ労使関係史研究
においては、2つ の 「通説」が存在 している。1っ は、労働組合が浸透 したのは中小企業であ り、
大企業 は労働組合運動の不毛地帯であ った、 とい うものである。 もうひ とっは、労働組合 は紛争抑
制的役割 をはた した、 とい うものである。 この2っ の 「通説」 は、十分 な実証的根拠を提示 して は
いない。それを検討する絶好 の素材 は、 ドイッ帝国労働争議統計である。それ は、国家の側 か らの
統計であり、労働組合の見方 を考慮 していない点で問題を残 しているものの、 これ に代わ る史料 は
存在 していない。
ドイツ帝国労働争議統計を分析す ると、大企業で労働組合による組織化が不利で あった とはいえ
ない。む しろ、中小企業における組織化のほうがむずか しか った。 したが って第1の 「通説」 は妥
当 しない。
また、帝国労働争議統計の分析 によれば、労働組合 は必ず しも紛争抑制的ではなか った。 したが っ
て、第2の 「通説」 も疑わ しい。労働組合 はた しかに労働争議の量を大 まかにはコ ントロールする
ことができたが、成果 を得 る見込みの高い争議 を選んで力を集中することはで きなか った。
帝国労働争議統計の分析か ら得 られた以上のフ ァク トファイ ンデ ィングはこれまでの研究史にお
ける使用者像の修正を迫 るものである。従来、労働組合 は争議抑制的であ る、それに もかかわ らず
使用者は 「ヘル ・イム ・ハ ウゼ」 ない し 「家父長的」姿勢をっ らぬき、労働組合 に敵対 した、 とさ
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れてきた。 しか し、使用者か らみて、労働組合は争議をけ しかける闘争組織 と映 っていた。実態と
して、労働組合は争議を抑制す ることがで きず、 しか も中央集権 的に運営されたス トライキ資金は
争議の長期化を もたらした。 したがって、使用者が労働組合を敵視 したのも当然であ った。使用者
の姿勢は、労使の対立関係 とい う視角 か ら説明され るべ きである。
以上 のような内容 の本論文は、本論文の 「は しが き」 がいうよ うに、「労働争議の研究書 と して
は、かな り特異 な部類 に属 してい る」。帝 国労働争議統計のデー タベース化 とその分析 とい う作業
は、本論文によって世界ではじめてこころみ られた。
本論文の功績 は、 これまで も部分的には利用されてきた帝国労働争議統計を個表資料 にさかのぼっ
てデータベース化 し、 これまでの研究史で議論されてきた論点を計量的に検討 したことである。デー
タの量は彪大であ り、 それをデータベース化す るにさい して、 データベース設計、入力 に多大 な労
力 と時間がかか った ことは明 らかであるこう した労力をへて得 られた130枚ほどの表は今後、 この
分野の研究者 によって参照 されるであろ う。
さ らに、本論文の中心的主張である大規模事業所 における労働組合組織化 の進展、』および労働組
合 の存在 と争議の期間 ・成果 との関連は、帝国労働争議統計 という大量 デー タにもとつ いてお り、
研究史上の重要な貢献 となっている。本論文の著者は帝国労働争議統計 のデータベース化 とそれに
依拠 した分析 を 「ドイッ人研究者 と互角に研究 を進 あ うる数少 ない可能性」(p.i)と考 えている。
そ こまでいえるかどうか は別 として、本論文 の先進性 は大 きく評価 され るべ きである。
とはいえ、本論文に問題がないわけではない。第1に 、 これまでの研究史における労使関係分析
が、代表的 と考え られた産業あるいは企業を詳細 な史料に もとついて分析す るという事例研究に依
拠 していた。 それにたい して本論文 は、主 として大量観察デー タにもとついて労使関係の特色を追
究 している。伝統的な方法 と大量観察 とは、 そのいずれを とるのか という関係ではな く、相補的で
あ り協同 して用い られ る関係であろう。事実、本論文 も一部 において伝統的方法による分析 もおこ
な っている。大量観察 と事例研究 との協同を もう少 し意識的 におこなえば、説得力が増 したであろ
う。
第2に 、「通説」へ の批判にかん して、本論支 は、第2帝 政期の労使関係 にかんする 「通説」を、
労働組合が浸透 したのは中小企業であり大企業 は労働組合運動 の不毛地帯であ ったとい う点 と、労
働組合 は紛争抑制的役割 をはた したとい う点の2点 に絞 り込 んでいる。 しか し、本論文 において
「通説」 とされている研究が問題 としてきたのは、 それ以外の点 もあった。 たとえば、国家の労働
政策、使用者の労使関係政策、労働運動の三者 の関係を大争議 に焦点 をあてて分析 しようとした り、
あるいは、労働力の養成過程 と労使関係 との関連を分析 しよ うと している。本論文が、「通説」 を
もう少 し幅広 くとらえ批判 を したな らば、 よりふ くらみを持 ったであろう。 このことが、本論文 を
して、「通説」 がお こなお うと した労使関係の構造把握や労使関係展開のダイナ ミズム分析 にかん
してかな らず しもヴィヴィッ ドな像を提供することに成功 しているとはいえない結果を もた らした
と思われ る。
以上のような残 された課題があるものの、本論文が ドイ ツ労使関係史研究においては じめて帝国
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労働争議統計 をデータベース化 し、大量観察 による事実発見 をな した功績 を否定す るもので はまっ
たくない。本論文で明 らかにされた事実 は、今後 この分野の研究者によって参照 されるであろ う。
よ って、本論文 は博士(経 済学)論 文 として合格であると判定す る。
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